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地域の抱える 

課題 

【環境・脱炭素に関する課題】 

 ①地域特性を最大限に活かしたモデル性の高いまちづくり 

②魅力と質の向上に資する新たな脱炭素地域モデルの構築 

【同時解決したい地域の課題】 

 ①災害時の広域避難施設におけるエネルギー供給 

  ⇒7000 人規模・仮設住宅 490 戸・福祉避難・貯水槽・物資 

②新たな農業の活性化 
  ⇒農業従事者の減少及び高齢化による基盤施設の管理体制 

③地域経済の循環の構築 
  ⇒再生可能エネルギーの地産地消による地域経済循環 

④コミュニティバスの進化（EV・ゼロカーボンドライブ） 
  ⇒動く蓄電池・市民啓発(運行区域 98%・利用者数 6倍増加) 

⑤ため池(未利用水面)の利活用 
  ⇒全国一多い「ひょうごのため池」の先駆的利活用モデル 

⑥市、市民、企業がＷＩＮ-ＷＩＮの関係を構築 
  ⇒持続可能な 2050 年カーボンニュートラルの実現 

事業の目的 
２０５０年カーボンニュートラルをリードする「持続可能でレジ

リエントなまちづくり」と新たな価値観「環境的価値」の創造 

事業の概要 
２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、本市が、全国を

代表する先駆的な地域として、他の地域の脱炭素化の推進をリー

ドするため、オンリーワンの地域特性を活かし、豊富な再生可能

エネルギーポテンシャルを最大限に活用することで、今ある課題

（レジリエンス・地域経済循環・エネルギーの地産地消等）を解

決し、本市の魅力と質を向上させる地方創生に資する新たな「脱

炭素事業モデル」の構築を進める。 

具体的な例として、これまで本市が培ってきた成果（コンパクト

なまちづくり）である、市役所を中心とした、文化センター、市

民交流施設、図書館、スポーツ施設、防災センター、警察署、ホ

テルなどの行政、商業、文化の都市機能が集積する施設群であ

り、災害時の広域避難所であるエリア内において、全国でも稀有

な地域特性（ため池の未利用水面）と交通ネットワーク（コミュ

ニティバス）を最大限に活かした脱炭素事業などが想定される。 
 

【趣 旨・目 的】 

  市、市民、企業のそれぞれが課題意識を持って、主体的に脱

炭素化に取り組み、互いに Win-Win の関係性を築くことに

より、地域特性を最大限に活かした持続可能性の高い「ゼロ

カーボンシティ」を構築する。 
 

【将来ビジョン】 

①オンリーワンの地域特性（コンパクト施設群+交通ネット

ワーク）を最大限に活かしたまちづくり 

②全国一多い「ひょうごのため池」の未利用水面の利活用 

③コミュニティバスのＥＶ化によるゼロカーボンドライブ 

④新たな農業施策（ため池・遊水池の管理体制の構築） 

⑤地域経済の循環（電力料金・エネルギー資源の地産地消） 

⑥災害時の防災拠点施設におけるエネルギーの確保 



 

⑦ライトアップと防犯灯増設による賑わいの創出と防犯強化 

⑧市、市民、企業のそれぞれが主体性を持ってゼロカーボン

シティを構築 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業に求めたい

内容 

本市独自の２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けたモデ

ル事業の構築 

 

 

 ■コンパクト （立地適正化） 
 ■ネットワーク（コミュニティバス） 
 ■レジリエンス (防災拠点・避難施設） 
 ■マイクログリッド（再エネ地産地消） 

自 

営 

線 
受
電
設
備 

豊富な 
日照時間 
（積雪少） 

半径 500ｍ圏内 

              農業用 

ため池 PV 
            大池総合公園 
        (大池・権現池) 

 

<未利用水面> 
 134,000 ㎡ 

コミュニティバスＥＶ化 
動く蓄電池・19 万人利用 

利用者６倍増加  

大規模災害の経験 

<河川氾濫浸水> 

市民の防災意識 

     河合地区 

【防災】自衛隊（1 施設） 

【防災】コミセン（1 施設） 

【避難】学校施設（3 校） 

【避難】公民館（14 施設） 

【避難】幼稚・保育（3 施設） 

【避難】老人施設（3 施設） 

【避難】運動広場（1 施設） 

     来住地区 

【防災】コミセン（1 施設） 

【避難】学校施設（1 校） 

【避難】公民館（9 施設） 

【避難】幼稚・保育（1 施設） 

【避難】市立温泉（2 施設） 

     市場地区 
【防災】コミセン（1 施設） 

【防災】消防分署（1 施設） 

【避難】学校施設（2 校） 

【避難】公民館（12 施設） 

【避難】保育・老人（4 施設） 

【避難】体育館（1 施設） 

【避難】野球場（1 施設） 

      下東条地区 
【防災】コミセン（1 施設） 

【防災】公設コンビニ（1 施設） 

【避難】学校施設（2 校） 

【避難】公民館（16 施設） 

【避難】幼稚・保育（3 施設） 

【避難】老人施設（3 施設） 

【避難】宿泊研修所（1 施設） 

     大部地区 

【防災】消防分署（1 施設） 

【防災】コミセン（1 施設） 

【避難】学校施設（2 校） 

【避難】公民館（9 施設） 

【避難】幼稚・保育（3 施設） 

     小野地区 

【防災】コミセン（1 施設） 

【避難】学校施設（5 校） 

【避難】公民館（25 施設） 

【避難】幼稚・保育（4 施設） 

【避難】老人施設（2 施設） 

【避難】陸上競技場（1 施設） 

【避難】児童館（1 施設） 

広域避難及び福祉避難 
エネルギー供給・救援物資 

都市機能集積施設群と郊外地域における事業展開(例) 

都市機能集積施設群おける「平常時」と「災害時」の役割の転換 市内各地域への事業展開（広がり） 


